
第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

①「健康福祉総合計画2022（第２次改定）」の推
進

　「健康福祉総合計画2022（第２次改定）」に基づ
き、高齢者、障がい者、子どもなど全ての市民の
健康と福祉に関する施策を推進します。計画の見
直しに当たっては、幅広い市民参加を図りながら
検討を進めます。

地域福祉課
　三鷹市健康福祉審議会を年４回程度開催し、委員となっ
ている関係機関の代表等と情報共有するとともに、関係部
署・機関と連携し、事業を推進した。

　本計画に基づく施策・事業に関わる部署・機関が多岐にわたる
ため、きめ細やかな連携が必要となる。

 ②第二期障がい者（児）計画（障がい者計画・
障がい福祉計画（第６期））・障がい児福祉計画
（第２期））」の推進と次期計画の策定

　「障がい者等の生活と福祉実態調査」の結果や
障がい者地域自立支援協議会等での議論を踏ま
え策定した「第二期障がい者（児）計画」の計画的
な推進を図ります。計画の推進に当たっては、障
がい当事者をはじめとする幅広い市民の参加を
図りながら検討を進めるとともに、計画の進捗状
況の分析・評価と必要な見直しを適切に行いま
す。

障がい者支援課
　自立支援協議会や各部会を開催し、計画の推進の向け
て、課題の検討し、課題解決に向けて議論をした。

おおむね予定どおりできているが、進捗状況の分析・評価につ
いて適切に行えるよう、仕組みについての検討が必要と考える。

①障がい者差別解消の取り組み

　平成28年（2016年）４月に施行された「障害を理
由とする差別の解消の推進に関する法律（障害
者差別解消法」の理念・趣旨等を正しく理解し、
「三鷹市職員の障がいを理由とする差別解消推
進対応要綱」 を踏まえた知識を習得し、職場での
実践を図るために、市職員に対する研修を進め
ます。
　また、差別解消に向けて、リーフレットの配布
や、障がいについての講座や勉強会などを通じ
て、市民・事業者等への周知・啓発を進めます。

障がい者支援課
　庁内で「障がい者差別解消」の研修を行った。
また、成人式に差別解消に向けてのリーフレットの配布を
行った。

差別解消に向けての啓発を進めている一方、令和４年に実施し
た、実態調査では多くの方から「障がいのある人への差別や偏
見をなくすこと」が市として取り組むべき事項として挙げられてい
る。このことから、当事者の方々からは未だ「差別」と感じること
が日常的にあると考えられる。令和元年に実施した実態調査に
比べると、「差別」があったと回答する方は減っているが、０では
ない。差別解消については、様々な障がい者施策を進めるうえ
で基本となるものである。引き続き市民・事業者への周知・啓発
を進める必要があると考える。

②障がい者虐待防止の取り組み

　障がい者が個人の尊厳を保ち、住み慣れた地
域で生活ができるよう、基幹相談支援センターに
併設している障がい者虐待防止センターを中心
に虐待防止の啓発に努めるとともに、障がい者に
対する虐待を発見した場合等における関係機関
とのさらなる連携の強化・緊密化により、速やか
な問題の解決に取り組みます。

障がい者支援課
【令和3年度】虐待通報への対応：11件
【令和4年度】虐待通報への対応：12件

　1年前の事案等が「通報」として寄せられる場合もあり、対応等
に苦慮する。施設虐待の場合、引き続き研修等のより、虐待の
未然防止、早期発見、早期対応が必要と考える。

③権利擁護センターみたかの運営の充実

　認知症、知的障がい、精神障がい、発達障が
い、その他の理由などによって物事を判断する能
力が十分でない市民が地域で自立し、サービスを
選択して生活するための支援として社会福祉協
議会とも連携して、地域福祉権利擁護事業、サー
ビス利用相談、苦情相談、成年後見制度の利用
や虐待の対応などの専門相談等を行う、権利擁
護センターみたかの運営の充実を図ります。
　また、成年後見制度利用促進法に基づく国の成
年後見制度利用促進計画をふまえて、市におけ
る基本計画の策定等について検討します。

高齢者支援課

①令和4年度相談・対応件数8,157件（前年度比ー39件）の
うち知的障がい397件（同＋125件）、精神障がい2,325件
（ー182件）
②令和4年度成年後見制度の利用支援に関する相談・対
応件数1,688件（前年度比＋359件）のうち知的障がい65件
（同-12件）、精神障がい235件（同ｰ82件）

・成年後見制度の認知度が上がり、制度に関する問い合わせ、
相談が増えている。
・制度利用（申立）の支援をしても後見人候補者が見つかりにくい
ケースが出てきている。
・成年後見制度について、障がい当事者、親族から「家族信託の
方が利用しやすい」など、制度の使いにくさを指摘する声がある。
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①地域ケアネットワーク推進事業の充実と発展

　「コミュニティ創生」の取り組みのひとつとして、
コミュニティ住区を基本エリアとする７つの地域ケ
アネットワーク（以下、「ケアネット」という。）が、多
世代、多職種、多様な支え手によって各地域の特
性や課題に応じて取り組む、居場所づくりや地
域・多世代交流、見守り・支えあいや地域への情
報発信など多様な活動の充実・発展にむけた支
援を継続します。また、今後の事業展開に当たっ
て、関係機関や専門機関、関係団体や地域福祉
人財との一層の連携を進めるとともに、新たな担
い手が地域の活動に関わりやすくなる仕組みづく
りや、各ケアネットによる地域の状況に応じたより
柔軟で自主的な運営などについて支援し、ネット
ワークの深化と拡充を図ります。
　さらに、今後の運営体制等についても関係機関
や関係団体等と連携しつつ検討していきます。

地域福祉課

令和４年度は、高齢者の居場所づくりとしてのサロン事業
については、新型コロナウイルス感染症対策のため事前
申込み制にするなど工夫して実施した。
　また、ラジオ体操やウォーキング、介護予防体操など
様々な事業を実施した。

新型コロナウイルス感染症の影響により、中断をしていた事業に
ついては各地域ケアネットワークにおいて、再度進めていく

②災害時避難行動要支援者支援事業の推進

　災害対策基本法に基づき作成した高齢者、障
がい者等の避難行動要支援者名簿を毎年更新し
ます。
　また、災害時に三鷹警察署や三鷹消防署など
避難を支援する機関等への名簿提供を進め、避
難支援体制の整備を図るとともに、平常時からの
ゆるやかな見守りなど、「コミュニティ創生」の取組
のひとつである市民相互の支え合いの仕組みづ
くりに取り組む町会・自治会等の拡充を図ります。

地域福祉課

【令和４年度実績】
　・避難行動要支援者名簿掲載者数：22,691人（令和４年６
月１日時点）
　　うち平常時名簿情報提供同意者数：9,720人（令和５年
３月31日時点）
　・避難支援等関係者（協定締結団体数）：32団体（令和５
年３月31日時点）
　・個別避難計画策定件数：32件（令和５年３月31日時点）

　協定締結団体を増やしていくための周知や、日頃からの見守り
活動及び災害時の支援について避難行動要支援者名簿の活用
方法を推進していく。

③在宅人工呼吸器使用者のための災害時個別
支援計画の作成

災害時に電力の供給停止が生命の危機に直結
する、また、移動等の避難行動が困難であるなど
の特性がある在宅人工呼吸器の使用者の災害
時個別支援計画を、多摩・府中保健所と連携して
作成します。具体的には、平常時に日々ケアをし
て信頼関係が構築されている訪問看護ステーショ
ンに、緊急時に安否確認をする機関として災害時
個別支援計画の作成を依頼することで、災害時
の地域での支援体制を強化します。

障がい者支援課
人工呼吸器を使用中の障がい者児を対象に災害時の個
別支援計画を作成した。

個別支援計画の実行性を高めるため、普段からの備えが必要と
なる。地域の支援体制の強化に向けた関係機関との連携が一
層必要である。

④避難所運営体制の強化

　災害発生後、速やかに避難所の開設と円滑な
運営が行えるよう、「避難所運営連絡会」を随時
開催するとともに、避難所開設・運営訓練の実施
と検証により、避難所運営マニュアルの見直しを
行います。
　要介護度や障がいの程度などから避難所での
生活が困難な方については、三鷹市地域防災計
画に基づき、福祉避難所に指定している福祉拠
点への入所を要請することとしています。引き続
き、福祉避難所の拡充に努めるとともに、一般の
避難所での避難生活が困難な介護等を要する障
がい者が、要配慮者を受け入れる福祉避難所に
事前登録することで直接避難できるように、民間
福祉施設との災害時応援協定の締結を進めてい
きます。また、各施設の特性を踏まえて、福祉避
難所のあり方を検討し、運営マニュアルを整備し
ていきます。

防災課

◆市内７住区で実施している総合防災訓練において、避
難所開設・運営訓練を実施し、感染症状況下における避
難所対応を検討するとともに、地域の方々が避難所に関
する理解を深める機会となった。
◆令和３年度から５年度にかけて、福祉避難所を新たに３
か所指定した。

・避難所運営連絡会や地域の防災力の中心を担う自主防災組織
の構成員の高齢化や人手不足が課題。
・福祉避難所として指定した施設に、災害時に使用するための資
機材を配置するスぺ―スが不足している。
・要配慮者及びその家族に関して、それぞれどの福祉避難所へ
の受け入れを想定しているか事前のシミュレーションを行ってい
ない。
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第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

①バリアフリーのまちづくりの推進

　　「バリアフリーのまちづくり基本構想2022」に基
づき、すべての人がいきいきと暮らせるバリアフ
リーのまちづくりの実現に向けて、道路や公共施
設などハード面での整備を進めるとともに、情報
のバリアフリー化なども含めた、社会参加、教育、
人々の意識など、あらゆる分野でのバリアフリー
化を推進します。
　また、重点整備地区のみならず、市内全域にお
けるバリアフリーのまちづくりの取り組みとして、
外出しやすい環境づくりを推進します。

都市計画課

「バリアフリーのまちづくり基本構想2022（第2次改定）」に
基づき、市民センター周辺地区のネットワーク道路に位置
付けられる市道第469号線の歩道設置工事の整備を行っ
た。

　バリアフリー化を進めているが、未だ幅の狭い道路、段差が多
くあることが課題である。歩道段差の解消、電柱の移設等を推進
し、快適で安心して歩ける道路空間を整備するとともに、歩行者
の安全確保に配慮したバリアフリー化を計画的に推進する。

②心のバリアフリーの推進

　障がい者の人権・疾病などに関する理解を深
め、心のバリアフリーを推進するために、あらゆる
機会や場において、啓発・広報活動の充実を図り
ます。また、障がいのある方と児童・生徒、市民と
の交流の機会提供等も実施します。
　心のバリアフリーを推進するには、障がい者と
積極的に交流し、理解しあうことにより、偏見や差
別をなくすことが大切です。みたかスポーツフェス
ティバルには多くのボランティアが参加していま
す。これからもボランティア講座等を通して、ボラ
ンティア活動の振興を図ります。

障がい者支援課

障がい者、障がいについての理解及び現状を多くの人に
知ってもらうために、図書館での展示、映画上映会等を開
催しました。
映画上映会：「逃げ遅れる人々」～東日本大震災と障害者
～　11/26開催。　81人来場。
図書館：「非常持ち出し袋を自分たちで用意してみた！」
　　　　　（障がい者地域自立支援協議会当事者部会の取
り組み展示）12/6～12/11開催。
作品展：三鷹市障がい者作品展「みたかカラフルアート」
12/5～12/9開催。
販売会： 障がい者自主製品販売会　12/6～12/8開催

令和４年に行われた実態調査では「障がいのある人もない人も
理解して協力すること」が市が最も重視して取り組む事項として
多くの方が回答をしている。新型コロナウイルス感染症の影響も
あり、市民の方と障がいのある方との交流の機会が減っていた
ため、今後は交流の機会や理解を深める取り組みを増やしてい
くことが必要である。
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第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

③市ホームページのウェブアクセシビリティの向
上

　JIS規格の改正を踏まえて策定した「三鷹市ウェ
ブアクセシビリティ方針」に基づき、誰もが必要な
情報を支障なく利用できるよう、引き続きウェブア
クセシビリティの維持・向上に努めます。また、利
用者ニーズの変化や新たな技術 開発等を注視し
つつ、より一層誰もが使いやすいデザインの採
用、直感 的な操作や新たなデバイスへの対応な
どを検討します。

広報メディア課

令和4年4月から、より多くの方に市の情報を分かりやすく
伝えるため、市ホームページ上のボタンをクリックすること
で「やさしい日本語」に一括変換できるシステムを導入しま
した。

　ウェブアクセシビリティや利用者のニーズに配慮したページ構成
となるように、日常的な巡回チェックの強化や全職員の意識醸成
を図っていくことが必要である。

④ソーシャルメディアやスマートフォン等の普及
を見据えた情報提供のあり方の検討

　広報紙やホームページ等の既存広報媒体に加
え、ソーシャルメディアを活用したメディアミックス
の手法を用いて、それぞれの特性を活かした最
適な市政情報の発信に努めるとともに、多様なデ
バイスから閲覧しやすい情報提供のあり方を検
討します。

広報メディア課

　令和3年4月から、CATV（みる・みる・三鷹）とYouTube
（三鷹市公式動画チャンネル）の比重を見直し、YouTube
で配信する動画の本数を増やしました（平均月4本以上）。
また、即時性や波及性の高いTwitterには、気象警報など
の緊急情報や、市内の魅力を伝える写真を添えた情報な
どを積極的に発信しました。

　より効果的な情報発信を実現するために、市全体で各広報媒
体への知識や理解を深めていくことが必要である。

⑤広報・啓発活動の充実

　障がいなどにより援助を必要とする人が携帯
し、緊急時などに必要な支援や配慮を周囲の人
にお願いするための「ヘルプカード」の適切な配
布を行います。広報みたかや公共交通機関の広
告、小中学校との連携などにより、市民へのさら
なる周知・普及に努め、地域の理解を促進すると
ともに、「ヘルプマーク」のさらなる周知・普及を図
るため、活用方法についても検討します。
　また、障がいの特性やサポート方法などをまと
めた市民向けリーフレットなどを活用して、外見か
らはわかりにくい障がい（聴覚障がい、内部障が
いなど）について周知を図るとともに、市民後見人
など関係者への啓発を積極的に行います。

障がい者支援課
ヘルプマークついては、自立支援協議会の当事者部会で
作成したチラシに掲載し、障がい者週間に配布しました。

ヘルプマークは、東京都が所管しているため、都営交通や都立
病院等配付場所が限定されているため、不便を感じている市民
の方がいる。
ヘルプカード、ヘルプマークの周知については、引き続き行って
いく必要がある。
障がいに対する正しい理解を広めていくためにも、周知・啓発の
取り組みを引き続き行う必要がある。

⑥地域住民の理解促進

　みたかスポーツフェスティバルや心のバリアフ
リー推進事業などで地域住民がかかわるきっか
けづくりを進め、障がい者への理解を促進するた
めの活動を積極的に行います。
　また、地域ケアネットワークなどを活用し、発達
障がいや高次脳機能障がい、難病等も含め、障
がいについての講座や勉強会等を積極的に行
い、相互理解と交流を進めていきます。

スポーツ推進課・障
がい者支援課

　継続した市内保育園等へのボッチャ出前教室や、みたか
スポーツフェスティバルでの障がい者スポーツ体験事業の
ほか、パラアスリートによる体験事業や交流会の実施によ
り、子どもたちを始めとした広く市民に対し、障がい者ス
ポーツを通じた障がい者への理解促進に取り組んだ。（ス
ポーツ推進課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 発達
障がい関係機関連絡会、高次脳機能障がい関係機関連
絡会を通じて、障がい特性への理解や関係者間の相互理
解を進めた。　　（障がい者支援課）
【参考】西多世代交流センターでは毎月１回障がいのある
小中学生とその家族を対象としたレクリエーションイベント
（日曜ファミリーひろば）を行った。

　障がい者スポーツ単体での体験事業では、参加者が集まりづら
い実態があることから、同スポーツの魅力発信が課題である。
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第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

①わかりやすい情報提供の充実

　障がい者やその家族からの多様な情報の提供
に対する要望は強く、必要な情報が的確に伝わ
り、誰もが必要な情報を入手することができるよ
う、音声コードや絵や図を使った説明など、個々
の障がい特性に配慮した方法によって情報提供
を行います。
　福祉に関する市政情報やサービス情報の提供
に際しては、携帯情報ツールやインターネット等を
活用した方策を推進するとともに、必要に応じて
紙媒体も活用するなど、利用者の声や意見も踏
まえ、多様なツールを用いて福祉サービス等の情
報がわかりやすく確実に届くように努めます。
　さらに、市職員が、研修やハンドブックなどで障
がい特性や窓口での対応方法などを学ぶことに
より、障がい特性に応じたわかりやすい情報提供
ができるように努めます。

障がい者支援課

障がい者のためのしおりの電子化や音声コード化を行っ
た。またサービス利用に際し障がい種別ごとの早見表を新
たに追加するなど、利便性の向上を図った。
市職員向けの障がい者差別解消研修時にハンドブックを
配布し、障がいの特性を理解し、各窓口等でもわかりや
すい情報提供ができるよう周知をした。

国、都、市役所、社会福祉協議会などの多数の場所からの情報
発信が散逸しており、体系的な情報提供が出来ていない。多種
多様な情報について、障がい種別やライフステージ別など整理
ができていない。
利用する方から「どのようなサービスが利用できるかわからな
い」、「どこに相談したらいいかわからない」という意見が多くあ
る。

②ライフステージに切れ目なく支援をつないで
いく体制の整備

　ライフステージに対応した福祉サービス等の情
報を、障がい当事者や家族の立場に合わせて、
わかりやすく提供できるよう努めます。特に、ス
テージの移行期には課題が顕在化しやすいこと
を踏まえ、相談支援事業者連絡会や障がい者地
域自立支援協議会相談支援部会において、子ど
も・成人・高齢者それぞれの事業者の連携を図
り、制度のつなぎの相談に対応する事業者を育
成します。
　また、子ども・成人・高齢者それぞれのステージ
の移行を見据えた情報提供等の支援を行うととも
に、支援内容を適切に引き継ぎ、制度や支援者
が替わっても支援が途切れないような体制を整備
します。具体的には、障がいの特性や支援内容
などの記録を蓄積していき、切れ目のない支援体
制の確立に努めます。
　生活介護事業所や就労継続支援事業所での活
動終了後の過ごし方については、検討を続けま
す。

障がい者支援課

ライフステージによって切れ目ない支援の継続を目指し
て、適宜ケースカンファレンス等を実施している。また、特
別支援学校等の生徒・保護者を対象に、ライフステージに
対応した福祉サービスの利用案内を行った。
自立支援協議会相談支援部会で子ども部署～高齢部署
を交えて事例を通した制度理解等の会議開催。
令和3年度・4年度とも　2回/年

　ライフステージによって切れ目ない支援の継続を目指して、子
ども・高齢者の関係機関と制度理解等の会議を開催しているが、
当事者の参加が不足している。

③「障がい者のためのしおり」のさらなる活用

　毎年発行する「障がい者のためのしおり」につい
ては、障がい当事者の意見も踏まえつつ内容の
充実を図るとともに、障害者手帳の交付時等にし
おりを配布する際には、障がい種別や等級等に
応じて利用できるサービス等について、きめ細や
かな説明を行います。
　また、当事者・支援者が立ち寄る機会が多い医
療機関の待合室や、多くの人の目に触れる場所
へ設置し、配布機会を拡大します。
　さらに、三鷹市ホームページに掲載している「障
がい者のためのしおり」を電子書籍化し、利便性
を向上します。

障がい者支援課
障がい者のためのしおりの電子化や音声コード化を行っ
た。またサービス利用に際し障がい種別ごとの早見表を新
たに追加するなど、利便性の向上を図った

毎年改良をしているが、課題が多い。利用者の方から（文字が
小さい・必要な情報がすぐに見つけられない、わかりにくい。）と
いった意見がある。利用者が活用しやすいしおりの作成に向け
て引き続き検討が必要と考える。
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第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

①基幹相談支援センターの円滑な運営と充実

　地域の相談支援の拠点として、総合的な相談業
務を行うとともに、高次脳機能障がい者の専門相
談、虐待対応、相談支援専門員の育成・資質向
上、地域移行のコーディネート等多様な業務、地
域の実情に応じた体制を整備することを目的とし
て、平成28年(2016年)４月に開設した基幹相談支
援センターの円滑な運営を進めます。
　具体的には、相談支援事業者連絡会などを通じ
て、市内相談機関の連携を強化し、地域の相談
支援の拠点としての機能を充実させます。
　また、相談支援事業者連絡会や障がい者地域
自立支援協議会相談支援部会で地域課題を探る
等、相談支援専門員の育成や資質の向上に努め
ます。

障がい者支援課

相談支援事業者連絡会
【令和3年度～令和5年度（令和5年度のみ見込み）】
指定特定相談支援事業者連絡会：各年度とも6回/年
指定一般相談支援事業者連絡会：6回/年

基幹相談支援センターに寄せられる相談内容として困難事例へ
の対応が増えており、1件に対応する人的・物理的負担の増。
基幹相談支援センターの人財育成（人事異動があるため、人財
育成が課題となっている）

②障がい者ケアマネジメント体制の推進

　地域でサービスを必要としている障がい者に対
して、総合的な相談支援を実施し、サービス等利
用計画を作成、管理することにより、サービスの
利用を支援します。
　障がい者本人の意向や要望を最大限尊重しな
がら、一人ひとりの生活に必要な福祉・保健・医
療・教育・就労等の多様なサービスを総合的に提
供するために、個々人のケアに関する計画を作
成し実施する、障がい者ケアマネジメント体制の
整備を検討します。

障がい者支援課

　福祉サービスの支給決定に際しては、計画相談支援事
業所と共に、対象者のサービス等利用計画の内容を精査
し、必要なサービスを適時利用できる様調整を行った。ま
た、モニタリング等を通じて、適時サービスの効果測定や
見直しを行った。

多様なサービスを総合的に提供できる障がい者ケアマネジメント
体制を整備するためには、個々人のケアに関する計画を作成し
実施する、相談支援専門員が不足している。

③誰もがアクセスできる・アクセスしやすい相談
窓口の整備

　障がい者相談支援センターぽっぷや、地域活動
支援センターまちかど、障がい者自立支援セン
ターゆー・あいなどの、まず「受け止める」窓口を
周知し、誰もがアクセスできる・アクセスしやすい
相談窓口を充実させます。

障がい者支援課
障がい者相談支援センターぽっぷや、地域活動支援セン
ターまちかど、障がい者自立支援センターゆー・あいを開
設している。

　相談できる窓口はあるが、利用する方からは「どの窓口に相談
したらよいかわからない」という意見がある。夜間・休日に対応で
きる窓口がない。

①福祉サービス利用援助事業の推進

　知的障がい者、精神障がい者等に対し、基幹相
談支援センターを中心に、成年後見制度の利用
支援や福祉サービス利用援助事業（地域福祉権
利擁護事業）を推進し、より利用しやすい方策等
についても検討していきます。

障がい者支援課
地域福祉権利擁護事業
令和４年度　81件（知的　８件、精神11件）

成年後見制度周知不足等により、制度利用に抵抗感を持ってい
る方がいる。

②適切な福祉サービス利用と利用者ニーズの
把握に向けたモニタリングの推進

　サービス等利用計画の作成支援を通じ、障害福
祉サービスを必要としている方に適切な支援が行
き渡るよう取り組むとともに、サービス等利用計画
の定期的な評価（モニタリング）により、的確な
ニーズ把握に努めます。

障がい者支援課
相談支援事業所等の支援のもと、サービス等利用計画の
作成及びモニタリングにより、的確なニーズ把握に努め
た。

多様なサービスを総合的に提供できる障がい者ケアマネジメント
体制を整備するためには、個々人のケアに関する計画の作成や
実施、適切な支援、的確なニーズの把握に努めるための相談支
援専門員が不足している。
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第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

③福祉サービス未利用者への対応強化

　地域生活支援拠点の機能の充実等により、既
存のサービス利用者への支援にとどまらず、サー
ビス未利用者についても情報把握を行い、必要
に応じて福祉サービスの利用を進めるなど、対応
を強化します。

障がい者支援課

■相談機能の充実
【令和3年度】緊急時個別支援計画支援決定者8件
【令和4年度】緊急時個別支援計画支援決定者：7件
■地域の体制づくり　（地域拠点登録事業者数：11事業
所）
【令和3年度】地域生活支援拠点連絡会：12回/年開催
【令和4年度】地域生活支援拠点連絡会：６回/年開催

利用者の事業理解・信頼関係構築に時間を要すため、拠点相談
事業所の負担が大きい。

３
　
相
談
機
能
の
充
実
と
障
が
い
者
の
視
点
に
立

っ
た
支
援
体
制
の
確
立

(

3

)

福
祉
サ
ー

ビ
ス
利
用
者
へ
の
支
援

7/18



第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

①障がい者のスポーツ機会の充実

　障がい者がスポーツする機会を充実させるた
め、健康・福祉分野と連携した取り組みを進める
ほか、障がい者スポーツに係る情報発信を強化
するとともに、障がい者スポーツ教室の充実な
ど、スポーツを通じた仲間づくりや交流の場の創
出を図ります。
　また、東京2020オリンピック・パラリンピック競技
大会を契機とした、パラリンピアンと市民との交流
や障がい者スポーツの魅力発信、競技体験等を
通じて、障がい者理解の促進を図るとともに、障
がい者スポーツのファンやサポーター、障がい者
スポーツを支援できる人財を増やし、障がい者ス
ポーツの浸透を図ります。

スポーツ推進課

東京2020大会の開催を契機に、チリのパラリンピアン（パ
ラ卓球、パラアーチェリー）の事前キャンプを受入れ、広く
市民との交流会や公開練習等を開催したほか、車いすバ
スケットやボッチャ等の障がい者スポーツの体験・教室等
を実施することで、障がい者スポーツの周知と裾野拡大を
図った。
　また、（公財）三鷹市スポーツと文化財団との連携による
スポーツボランティアを対象とした障がい者への対応スキ
ルを学べる講座の開催や、障がい者スポーツを含めた三
鷹市のスポーツを支えるボランティア組織「みたかスポー
ツサポーターズ」を結成するなど、障がい者スポーツを支
援する人財育成にも取り組んだ。

健常者の参加者は一定程度集まるが、障がいのある方の参加率
が低い状況にあるため、障がいのある方への周知方法が課題で
ある。

②社会参加の条件整備

　障がい者の自立と社会参加の促進を図るため
に、引き続きガイドヘルパーの派遣や文化スポー
ツ活動への参加を推進し、バリアフリーのまちづく
りをはじめとした参加の条件整備を図ります。

障がい者支援課

ガイドヘルパーの派遣・三鷹市スポーツフェスティバルの
開催、障がい者作品展、アール・ブリュットみたかの開催を
し、バリアフリーのまちづくりをはじめとした参加の条件整
備を進めていった。

各文化・スポーツ活動へ参加する方が限定されている。より多く
の方へ参加を促す取り組みが必要とされる。

③利用しやすい移動手段の確保

　障がい者の外出機会の創出を図るため、市内
の交通不便地域において、障がい者にも乗りや
すい低床車両のコミュニティバスを運行していま
す。また、引き続き、市内で運営されている福祉
有償運送事業者（NPO法人みたかハンディキャ
ブ）への支援を行うとともに、公共交通機関の利
用が困難な障がい者に対して福祉タクシー券（助
成券）を配布し、移動手段の確保に取り組みま
す。

都市交通課？
障がい者支援課

公共交通機関を利用することが困難な方に対し、福祉有
償運送を利用できるよう、NPO法人みたかハンディキャブ
に補助を行った。福祉タクシー券については、令和５年４
月１日から精神障害者手帳１級の方も対象とし、対象の
拡充を図った。

コニュミティバスは運行しているが、民間のバスと比べると本数
が少ない。民間のバスについては、本数の減便、路線の廃止に
より生活に不便を感じている。

④コミュニケーション支援の充実

　手話通訳者、要約筆記者、読み書き支援員等を
派遣し、意思疎通の円滑化を図るとともに、手話
通訳者の養成に努めるなど、障がい者の社会参
加の機会を創出します。
　また、障がいのある方の多様なコミュニケーショ
ン支援の充実について、条例等の制定も視野に
入れつつ、検討していきます。

障がい者支援課

【手話通訳者派遣件数】
令和３年度：442件、令和４年度：551件
【要約筆記】令和３年度：29件、令和４年度：58件
【読み書き支援】令和３年度：104件、令和４年度：115件
【手話通訳者】令和３年度：42人、令和４年度：41人

手話通訳者の養成が課題。令和4年度手話通訳者試験の合格
者0人のため、手話講習会の受講で終わらせず、通訳者として活
躍できる人財を育成していく必要がある。また聴覚障がいの方へ
のコミュニケーション支援だけでなく、ICTの活用等による様々な
コニュミケーション支援の充実を進めていく必要がある。例えば、
知的障がいのある方の障がい特性を理解した上で、伝え方を工
夫していく必要がある。

⑤文化芸術活動の推進
障がい者作品展の開催や、図書館サービスの充
実等を通じ、自己実現を図れるよう活動のための
環境づくりを推進していきます。

障がい者支援課
図書館

【障がい者作品点等について】
＜作品展数及び参加事業所数＞
令和３年度　82点　11事業所
令和４年度　121点　16事業所
図書館では、防災に関する展示パネルや関連図書を展
示。

【アール・ブリュットみたか2023】
＜作品数及び来場者数＞
　40点　1085名

図書館１階ホールの限られたスペースとなるため、一部書架が利
用しにくくなることや、一般利用者の動線確保、点字ブロックを避
けるなどの配慮が必要。

４
　
社
会
参
加
と
交
流
の
推
進

(

1

)

障
が
い
者
の
社
会
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進
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第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

①障がい者の一般就労の推進

　障がい者就労支援センターかけはしを、市内の
就労支援ネットワークの拠点として位置付け、ハ
ローワーク、就労支援事業所等との連携のもと、
一般就労をめざす障がい者に対し、就労に至るプ
ロセスを見える化し、就職準備、求職活動、職場
定着等の段階ごとに、障がいの種別に応じた継
続的な支援を行うとともに、障がい者自身のニー
ズや就労能力に応じた多様な雇用・就業機会の
確保に努めます。
　就労に向けた支援を充実させるため、障がい者
就労支援センターかけはしと特別支援学校等と
の連携強化の取り組みや、障がい者就労支援セ
ンターかけはしによる支援者向けの講座などを通
じて就労支援のサポーターを増やす取り組みを
検討します。
　また、週20時間未満の短時間雇用の取り組み
を進めることで、これまでは一般就労が難しいとさ
れていた人にもアプローチし、就労につながるよう
支援します。

障がい者支援課

就労の準備段階やニーズに合わせ、就労セミナーや、出
張講座の実施、また、就労後も職場定着、生活支援につ
いて関係機関と連携を取りながら支援した。
また、短期就労に関してニーズ等の把握をするためアン
ケート調査等を実施した。

・就労準備、求職活動、職場定着等段階ごとにお一人お一人に
応じた継続的な支援は行っているが、多様な雇用・就業機会の
確保まではできていない。市内事業所での就業機会の確保はハ
ローワークなど関係機関と連携しながら進めていく必要があると
考えられる。
・特別支援学校とは個々の学校の支援スタイルに合わせ連携は
取っているが、就職初期の不適応については就労準備性の課
題がありそうなこと、就労まで学校が主になって支援を行ってい
ることなどから、地域の支援者がうまく介入できず離職になる
ケースもある。
・週２０時間未満の短時間雇用は新たな事業所の開拓はできて
いない。
・三鷹市障がい者就労支援センターかけはしの運営支援を引き
続き行っていくことが必要。

②雇用側への積極的な働きかけ

　雇用者向けのパンフレットを作成するなどして、
企業へのアピールや情報発信を進めます。その
際には、様々な雇用事例や補助制度等について
の情報を、障がい者就労支援センターかけはしな
どを通じて雇用側に積極的に伝えていくことで、
雇用側の不安を払しょくするよう努めます。
　商工会等と連携し、雇用経験のある企業が、仕
事や雇用の仕方などの経験を地域の中で話せる
機会や、雇用側と働く側の経験交流ができる機会
を設けて、障がい者雇用の促進に向けた取り組
みを推進します。

障がい者支援課
「就労を考えるつどい」を開催し、雇用者側に対し障がい
者雇用や、事例、制度についての情報提供を行った。

障害者雇用に関心のある事業所と就労支援を行う事業所の接
点を作ることができていない。結果、企業への情報発信ができて
いない。今後自立支援協議会就労支援部会で、どうしたら接点
を作ることができるか検討と実施が必要と考える。

③福祉的就労の充実

　障がい者の就労には、本人が生きがいややり
がいを持って働き、自己実現を図っていくことがで
きるよう、障がい者就労支援施設への運営費補
助を継続するなど、福祉的就労の場の充実を図
ります。
　また、引き続き、障がい者施設等自主製品開発
販売ネットワーク事業（ぴゅあネット事業）を推進
するとともに、障がい者施設のネットワークを強化
するための事務局機能のあり方について検討し、
障がい者の工賃及び勤労意欲の向上を図りま
す。

障がい者支援課

ぴゅあネット事業において、令和3年度は、障害者週間の
期間に本庁舎で３日間実施。新型コロナウィルス感染症
の影響で、各イベントが中止となり、販売の機会が減っ
た。
就労支援部会において、共同受注の取り組みについて検
討をした。
令和4年度は、心のバリアフリー推進事業で行った映画上
映会で自主製品販売、また、星風マート２回、障害者週間
期間に３日間販売会を行った。

対面販売に限らず、感染症や、雨天等によりイベントが開催でき
ないときの対応を考えていく必要がある。
共同受注の取り組みなど、工賃向上に向けた検討を進めてい
く。

④就労後の支援の充実と生活支援を含めた関
係機関の連携

　就労後の職場定着を支援するため、障がい者
就労支援センター「かけはし」を中心に、障がい
者、家族、企業への助言など就労後の支援をき
め細かく行うとともに、ハローワークをはじめとし
た就労支援機関のほか、障がい者相談支援セン
ター等の相談支援機関と連携し、個々の障がい
に合わせた就労支援と生活支援の連携強化を図
ります。
　また、就労移行・就労定着事業者連絡会を通じ
て就労支援事業所と連携し、定着支援のあり方な
どを検討することで、支援の充実を図ります。

障がい者支援課

就労移行・就労定着事業者連絡会を開催し、各事業所の
現状の情報共有や定着支援のあり方等について検討し
た。また、相談支援事業所を交えた連絡会も行い、就労支
援と生活支援の連携強化にも努めた。

・就労後の支援について、関係機関との連携を図ることはできて
いるが、適切な福祉サービスがなく支援につながらないケース
や、関係機関が支援領域を広げ何とか支援を継続しているケー
スもある。このような制度のはざまの支援について、今後どのよ
うなサービスを活用するのか、もしくは新設するのか検討が必要
と考える。
・就労移行・就労定着事業者連絡会では、定例会で参加事業所
と支援の困りごとを共有し解決策を検討する時間を取ることがで
きている。今後は連絡会の継続と相談支援事業所など生活支援
にかかわる機関との事例検討会の実施など、今の取り組みを継
続していくことが必要と考える。
・他区・他市の就労定着支援事業所や相談支援事業所との連携
は不十分で、連携がうまくいかないことがある。

(

2

)
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第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

⑤市における就労体験の機会充実

　福祉的就労から移行して一般就労をめざす障
がい者を対象に、市役所における就労体験の場
を提供し、就労支援の充実を図るとともに、引き
続き障がい者の雇用促進に向けた取り組みの推
進に努めていきます。
　今後は、市役所実習の受け入れ部署や実習内
容を増やし、就労体験の機会を充実させます。

障がい者支援課
【市役所実習件数】
令和３年度　実習生54人　41件
令和４年度　実習生48人　34件

・市役所実習利用者は、就労移行支援事業所通所者や、社会
参加や体験のための参加を希望する就労継続B型事業所通所
者が多い。利用希望者の層に合わせて、目的の見直しが必要
性がある。
・仕事を提供してくれる課が固定してしまっているので、引き続き
庁内で受け入れができる課を増やすための周知が必要と考え
る。

(

2

)

障
が
い
者
の
就
労
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進
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第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

①支え合う意識づくり

　住み慣れた地域で安心して健康で暮らしていく
うえで、地域の人々がお互いに助け合うことが欠
かせません。そのためには、お互いを支え合うこ
とが大事だという意識が地域の人々の間に広く、
深く浸透している必要があります。その意識づくり
に向けた仕組みを検討します。

障がい者支援課
地域ケアネットワーク事業や、災害時避難行動要支援者
支援事業等の取り組みをおこなった。

地域ケアと連携し、支え合う地域づくりのための広報・啓発を行
う必要がある。

②福祉教育の推進

　障がいや障がい者に対する差別や偏見をなく
し、障がい者の地域での自立した生活と社会参
加の促進が図られるよう、「ノーマライゼーション」
や「インクルーシブ教育」の理念の一層の定着を
図るため、教育委員会と連携し福祉教育を推進し
ます。

指導課
学習指導要領に則り、道徳の授業等を通じて、福祉教育
の推進を図っている。

おおむね予定どおりできている。

③図書館利用における 高齢者・障がい者等へ
の支援

　録音・点字図書の作成・貸出や対面朗読サービ
スといった障がい者向けの図書サービスを充実さ
せるとともに、ボランティアの協力も得ながら支援
を推進します。

図書館
対面朗読の実施（利用者２人に対し230回実施）、録音図
書（新規作成2タイトル、貸出313タイトル）

音訳ボランティアの確保（育成も含む）

①自立支援給付事業の適切な実施と地域生活
支援事業の推進

　①障害者総合支援法に基づく全国共通のサー
ビスとして、自立支援給付事業を適切に実施しま
す。
②また、地域の特性や利用者の状況に応じて、
市で実施する地域生活支援事業を推進します。

障がい者支援課

自立支援給付事業を適切に行い、利用者に合わせた地域
生活支援事業を進めていった。地域生活支援事業の一環
である移動支援事業（ガイドヘルパー派遣事業）について
は、不足している知的障がい者向けのヘルパー養成研修
を実施し、ヘルパーの確保に努めています。（令和４年度
知的障がい者向けのヘルパー養成研修受講者数：８人）

社会参加と交流を推進するためには地域生活支援事業を推進
していく必要があるが、地域生活支援事業の要となる、ガイドヘ
ルパー派遣について全国的にヘルパーが不足している、三鷹市
でもガイドヘルパー不足が課題となっている。

(

3

)

交
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②障がい者等に関する調査の実施

　障がい者等へのきめ細かなサービス提供に資
するため、引き続き障害者手帳の保持者のみな
らず、自立支援医療（精神通院）受給者や、精神
科病棟等の長期入院者、障がい者施設入所者等

を対象とした実態調査に取り組みます。

障がい者支援課

【A障がい者調査】
配布数：2,222票　有効回収数：837票
実施時期：令和４年９月
調査方法：郵送による配布、郵送・Webによる回収

【B障がい児調査】
配布数：401票　有効回収数：190票
実施時期：令和４年９月
調査方法：郵送による配布、郵送・Webによる回収

【C入院中精神障がい者調査】
配布数：189票　有効回収数：79票
実施時期：令和４年10月
調査方法：郵送による配布・回収

【D施設入所者】
配布数：123票　有効回収数：96票
実施時期：令和４年10月
調査方法：郵送による配布・回収

【E医療的ケア児・者】
配布数：40票　有効回収数：31票
実施時期：令和４年９月
調査方法：郵送による配布、郵送・Webによる回収

【F高齢障がい者】
配布数：219票　有効回収数：96票
実施時期：令和４年10月
調査方法：郵送による配布・回収

回答率の低下・調査の実施方法・対象者に課題がある回答の
フォローについて引き続き検討していく。

11/18



第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

①北野ハピネスセンターの効果的な運営

平成30年(2018年)４月より、さらなる利用者サー
ビスの質の向上と効率的な運営を図るため、施
設の管理運営を指定管理者に移行し、生活介護
事業の充実のための新たなサービス（給食・入浴
サービス等）の提供を行っています。
　今後は障害福祉サービスのニーズ等を踏まえ、
より効果的なサービス提供が可能となるよう施設
の有効活用を進めます。

障がい者支援課
障害福祉サービスのニーズ等を踏まえ、効率的で効果的
な運営、施設の有効活用について検討を進めた。

効率的な運営に努めていた。新型コロナウイルス感染症により、
館まつりや施設貸し出しを中止していた。施設の有効活用を進
めていく必要があると考える。

②地域生活支援拠点の整備

　障がい者（児）の重度化・高齢化や「親亡き後」
を見据え、居住支援のための機能の整備による、
障がい者（児）の生活を地域全体で支えるサービ
ス提供体制として令和３年３月に整備した「地域
生活支援拠点」の機能の充実を図ります。
　機能の充実化に向け、相談機能の充実、居住
体験の機会や場の提供、緊急時に受け入れ可能
な短期入所の確保やコーディネート機能の充実
など具体的な施策の実施により、障がい者が地
域で自分らしく生活するために必要な支援を、地
域の支援機関等が連携して提供します。その上
で、障がい者地域自立支援協議会の提言に基づ
き「相談機能の充実」等を優先的に進めることと
し、段階的な整備と充実を図ることとします。
　なお、地域生活支援拠点における施策の実施
においては、障がい者地域自立支援協議会との
連携により、地域のニーズや実情を踏まえ、取り
組みを推進します。

障がい者支援課

■相談機能の充実
【令和3年度】緊急時個別支援計画支援決定者8件
【令和4年度】緊急時個別支援計画支援決定者：7件
■地域の体制づくり（拠点登録事業所：11事業所）
【令和3年度】地域生活支援拠点連絡会：12回/年開催
【令和4年度】地域生活支援拠点連絡会：６回/年開催

主に知的障害者を対象とする相談支援事業所の参画が進まな
い。　利用者の事業理解・信頼関係構築に時間を要するため、
拠点相談事業所の負担が大きい。

③家族支援の充実

　障がい者施設・団体等との連携により介助者か
らの相談対応体制の充実を図るとともに、家族や
施設・団体職員等を対象とする研修、公開講座等
の充実、情報提供、情報交換等活動支援を引き
続き行っていきます。
　また、家族介護者の介護負担軽減のため、レス
パイト目的のショートステイ・一時保護の拡充を図
るとともに、在宅の重症心身障がい児等へのレス
パイト事業を進めます。

障がい者支援課

重症心身障がい児等在宅レスパイト事業については、利
用目的を拡充し、新たに保護者等の就労等支援について
軽減を図った。
また、自立支援協議会生活支援部会では、当事者・家族
向けに障がい者の成年後見制度や家族信託制度につい
ての啓発を目的とした講演会を実施した。（令和４年10月
「親なき後にそなえて～家族信託と成年後見制度の活用
方法～」を実施。25人参加。）

障がい者（児）がいる家族の就労支援や高齢化する家族介護者
の負担軽減、さらに重度心身障がい児等のいる家族へのレスパ
イト等支援が必要であると考える。

④発達障がい者、高次脳機能障がい者、難病
患者等に対する支援

　発達障がい者、高次脳機能障がい者、難病患
者等の福祉と生活ニーズ等を適切に把握し、相
談支援やサービス提供に基づく自立生活支援や
社会参加を促進するとともに、発達障がい者、高
次脳機能障がい者及びその家族を対象とした専
門家による相談会の実施等により、支援体制の
充実を図ります。

障がい者支援課

■発達障がい相談会
【令和3年度】５回/年開催
【令和4年度】４回/年開催
■発達障がい連絡会
【令和3年～令和5年度】各年度：１回/年開催
■高次脳機能障がい相談会
【令和3年度】６回/年開催
【令和4年度】４回/年開催
■高次脳機能障害関係機関連絡会
【令和3年度～令和5年度】各年：２回/年開催

おおむね予定どおり実施できた。

(
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第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

⑤障がい者の自立生活支援に向けた地域移行
の推進

　医療機関・福祉施設等との連携により、長期入
院・入所者への地域移行の意向調査を定期的に
実施し、情報や課題を共有・検討することで、退
院可能な精神障がい者や地域生活が可能な入
所中の知的障がい者等の把握に努めるとともに、
本人の意向等を尊重しながら、安心して退院・退
所できる体制づくりなどの取り組みを通じ、長期
入院・入所者の地域への移行を積極的に進めま
す。
　具体的には、短期入所や就労体験など、地域で
の生活を体験できる機会を作ります。さらに、障
がい者入居支援・居住継続支援事業を活用して
居住場所の確保を図るなど、関係機関と連携しな
がら地域移行に必要な手続き等を支援し、安心し
て退院・退所できる体制づくりを進めます。
　また、入院当初より医療機関と連携することで、
長期入院に至らないよう支援を丁寧に進めます

障がい者支援課

令和元年の実態調査をふまえて退院希望の30人のうち14
人と面接を実施し、地域移行・定着への取り組みを行っ
た。
障害福祉サービスの個別給付として、地域移行支援や自
立生活援助、地域定借支援等のサービスの支給決定を
行った。

・重度化・高齢化の方の退院先等地域の社会資源が不足してい
る。
・コロナ禍による面会や外出機会の停止・減少により、地域移行
が進んでいないことが課題であると考える。

⑥地域定着支援の充実

　退院・退所後は、地域定着支援や自立生活援
助、居宅介護などの障害福祉サービスや、関係
機関につなげることで、地域での生活を支えま
す。
　また、地域活動支援センターの機能向上などに
より、日中の活動場所の確保を図ります。

障がい者支援課
障害福祉サービスの個別給付として、地域移行支援や自
立生活援助、地域定借支援等のサービス支給決定を行っ
た。

障がいの重度化・高齢化により、地域定着が困難になっている。
より手厚い支援が必要とされている。

⑦障がい者入居支援・居住継続支援事業の推
進

　障がい者が民間賃貸住宅に入居しやすい環境
を整えるとともに、いつまでも自立して住み続ける
ことが可能となるような支援体制を推進します。

障がい者支援課
市内事業所へ業務委託し、入居・居住継続支援を行った。
（相談件数：　件、居住継続支援：　件）

　利用するためには通所していることなどの条件があるため、利
用できないことがある。

⑧精神障がい者施策の充実

　精神障がい者が地域で生活できるよう、保健、
医療、福祉関係者による協議の場を設置し、様々
な分野の関係機関と連携しながら、地域生活の
継続が可能となるような支援体制の強化を図りま
す。
　また、地域生活に困難が生じている精神障がい
者等や、障がい等が背景に考えられる引きこもり
の方に対して、精神保健福祉士や看護師による
定期的な家庭訪問や通院同行を実施します。医
療的専門性を持った立場から支援を行うことで、
在宅生活の安定を図ります。

障がい者支援課

協議の場を設置し、精神障がい者施策の現状と課題、解
決の方策等について検討を行った。
また、精神障がい者等在宅生活支援事業の中で、新たに
精神疾患が疑われるひきこもりの方も支援対象に加える
ことで、アウトリーチ支援の充実を図った。
（アウトリーチ支援実績）
令和３年度：52人
令和４年度：42人

精神障がい者の高齢化、重度化が進んでいることから、手厚い
支援が必要と考える。
引き続き医療との連携が必要。

⑨高齢障がい者への支援

　障がい者の高齢化に伴い、障害福祉サービス
から介護保険サービス等、高齢者福祉サービス
への円滑な移行を図るとともに、必要に応じて障
がいの特性を踏まえた障害福祉サービスが提供
できるようサービスの連携や情報提供等に取り組
みます。
　また、介護保険又は障がい福祉のサービスを同
一の事業所で受ける「共生型サービス」について
普及・啓発を行うとともに、共生型サービスを実施
する際の設備改修等にかかる国・東京都の補助
制度の情報提供等を行います。

障がい者支援課
自立支援協議会の相談支援部会等で高齢障がい者の支
援の在り方を検討したり、包括支援センター等とも連携し、
高齢障がい者への支援の充実を図った。

　高齢分野・障がい分野それぞれの支援者のサービスの相互理
解が不足している。引き続き、連携を図り、相談支援の充実を図
る必要があると考える。
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第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

①発達障がい児等の支援体制の充実

　発達に課題のある子どもとその保護者に対し、
子育て支援体制の充実を図りペアレントメンター
事業等の家族支援を進めるなど、保護者に寄り
添った支援を行うとともに、地域における理解の
促進を図ります。

障がい者支援課

個別相談会、グループ相談会を毎月１回開催した。
令和４年度
個別相談会：年11回、23人参加
グループ相談会：年11回、25人参加

発達に課題のある子を育てる保護者の不安感の軽減をするた
めの寄り添い支援であるペアレントメンターの育成と活躍できる
環境づくりは、引き続き必要と考える。

②「育てにくさ」への支援

　発達の偏りやこだわり、障がいの有無等に関わ
らず、「育てにくさ」のある子どもとその保護者に
対し、総合保健センターと子ども発達支援セン
ターの連携により確立した「早期発達支援システ
ム」の中で、より早期に、療育の視点を生かした
子育て支援を実施します。
　子どもの特性に対応した具体的な育児の仕方
や知識の提供、また、親子関係や親子をとりまく
環境の調整を図り、保護者の心理的フォローも充
実させ、子どもの育ちにつながる子育てに、親が
安心し、自信を持って取り組めるように支援しま
す。

子ども発達支援課

子育て支援プログラム（こいぬ・こねこプログラム）
R2年度から、保健センターの1歳６か月児健診の案内に同
封し、ポピュレーションアプローチへ変更。参加者増に伴
い、プログラムの回数を増やした。障がいがあってもなくて
も、親子で一緒に楽しむ経験から子育てに自信をもって向
かうための保護者支援を実施。R3年度11月から、こいぬ
からこねこプログラムへ希望者全員を案内した。R5年度予
算を保健センターへ移行。母子保健の中で、子育ての支
援としてプログラムが位置付けられるよう整えた。
（こいぬ）R2年度 、225人　R3年度、274人　R4年度、302人
 (こねこ）R2年度 、106人　R3年度、185人　R4年度、149人

　子育て支援プログラムでは、保護者の子育て力向上を目的に、
ポピュレーションアプローチで実施しているが、両親ともに就労し
ている家庭の参加はなかなか困難であり参加率に限界がある。
障がいの有無にかかわらず、子育てに負担感があり、自らの子
育てに自信を持てないことから、誰かに預けて子育てを担っても
らうことを望む親も少なくない。このような姿から、親になってから
の支援では遅く、妊娠期・子育て期以前から、子育ての楽しさや
価値を伝ていく必要があるのではと感じている。ただし、現状は、
個々の保護者に対し、継続的に伴走しながら丁寧に支援すること
が求められるにもかかわらず、そのための人財は不足している。

③子ども発達支援センターの機能の充実

　保健、医療、福祉、教育の連携により、支援が
必要な子どもの早期発見・早期療育に係るワンス
トップサービスの構築に取り組むとともに関係機
関とのネットワークを構築し、包括的に子どもの発
達を支援します。

子ども発達支援課

・地域理解と支援に向けた取り組み（公開療育、地域支援
セミナー開催、パンフレット作成）
・にじプログラムをベースとしたワンストップサービスの相
談システム構築
・いぬねこプログラムとにじプログラムの一体的な支援体
制の推進
・連携支援を目的とした会議開催（子育て世代包括支援セ
ンター会議、発達支援NW会議）

　この間、総合保健センターとの共同事業である「子育て支援プ
ログラム」を通し、（ポピュレーションアプローチの中で）親子を対
象とした早期からの発達支援を実施するとともに、子ども発達支
援センターにおける相談支援システムの強化を図り、家庭での子
育てや就園先での保育の場で効果的な支援が行われるよう、ワ
ンストップサービスの実現に向けとりくんできた。しかし、地域にお
ける発達支援に対する意識・理解の不足とそれに伴う連携の難
しさがあり、更なる検討及び改善が必要である。
＜課題点＞
・地域の理解促進に向けた情報発信や啓発の更なる強化
・地域の人材育成（人事交流も含め）
・センターによるアウトリーチ支援の充実
・関係機関との更なる連携（保健センター、育成課、児童青少年
課、教育等）

④障がい児等の療育支援の充実
　専門機関である子ども発達支援センターを中核
とし、家庭及び地域も含めた障がい児等の療育
支援に取り組んでいきます。

子ども発達支援課

令和2年度は2歳児の利用者はいなかったが、令和3年度
は4名、4年度は1名と、早期から療育支援を希望する家庭
も一定数いる。また、くるみ幼児園から地域に移行した児
は令和3年度は5名、4年度は5名である。今後さらに、地域
への移行を目指した療育の充実を図っていく。

　子ども発達支援センターは、療育支援として児童発達支援ガイ
ドラインに基づき、発達支援（本人支援、移行支援）・家族支援・
地域支援を行っている。くるみ幼児園では、地域社会での充実し
た生活を目指し、特に移行支援に力を入れて専門療育に取り組
んでいる。しかし、くるみ幼児園での移行に向けた支援内容の確
立と、地域の理解の促進などに課題もあり、今後も引き続き取り
組む必要がある。また、民間の療育機関や医療機関、大学等の
研究機関との連携を強化し、利用者に対し適切な助言ができる
よう努めていくことが必要である。

⑤障がい児福祉サービス等の充実

　①障がい児の各ライフステージで必要となる児
童福祉法に基づく障害福祉サービス（児童発達
支援、放課後等デイサービス等）の支給決定を行
います。特別支援学校卒業後の就労に向けた支
援を行います。
　②また、移動支援・緊急一時保護等のサービス
や心身障がい者福祉手当、医療費助成等の支給
により負担の軽減を行います。

障がい者支援課
児童福祉法に基づく障害福祉サービスの適切な支給決定
し、各手当、サービスや医療費助成を行った。

サービスや手当の受給に関して、所得制限を設けているものも
あり、世帯によって、自己負担や受給要件に該当しない場合が
ある。児童については、サービスや手当の受給に関して所得制
限や負担上限額のあり方について、同様サービスの動向もみな
がら検討する必要がある。
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第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

⑥重症心身障がい児対象の児童発達支援等
の充実

　医療的ケアの必要な障がい児を対象とする事
業所と協力することにより、重症心身障がい児と
その保護者の支援を充実させます。

障がい者支援課

医療的ケア児を含む重症心身障害児者等の家族支援事
業の充実により、医療的ケア児の家族の負担軽減を図っ
た。市内の重度心身障がい児を対象とした児童発達支援
事業所数：４事業所（R5.8.1時点）

医療的ケア児や重度心身障がい児の発達を支援する事業所が
不足している。家族支援についても対応できる施設が不足して
いる。
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第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

⑦医療的ケア児への支援体制の充実

　医療的ケア児が日常生活を送るうえで必要な支
援を充実させるため、保健、医療、障がい福祉、
保育、教育など関係機関の連携につながる協議
会の場において、支援体制の検討及び縦横の連
携促進を進めます。
　また、関係分野の支援を調整するコーディネー
ターを配置し、医療的ケア児に対する総合的な切
れ目のない支援体制を構築します。

障がい者支援課

令和２年、医療的ケア児コーディネーターを１名配置
【活動内容】
・個別支援会議への参加
・家庭訪問
・就学時相談等への同席
・医療的ケア児の学校等訪問
・関係機関との連絡調整等

医療的ケア児コーディネーターの配置により教育や保育園との
連携をとることができた。「医療的ケア児」イコール「障がい児」で
はないため、子どもの分野にもコーディネーターの配置が望まし
いと考える。

⑧障がい児・医療的ケア児の保育環境の整備

　認可保育園において、子ども発達支援センター
と連携を図りながら障がい児保育の充実に取り組
みます。
　また、年々高まっている医療的ケア児の保育
ニーズに対応するため、児童の特性に応じた受
け入れ態勢等を検討し、保育園での受け入れを
実施します。

子ども育成課

認可保育園において、令和３年度は33名、令和４年度は
30名の障がい児の受け入れを行い障がい児保育を実施し
た。
　また、年々高まっている医療的ケア児の保育ニーズに対
応するため、児童の特性に応じた受け入れ態勢等を検討
し、令和３年度の２名の受け入れに加え、令和４年度は受
け入れを拡充し計３名の受け入れを実施した。

障がい児保育を実施するにあたり、加配する保育士の確保が難
しい。

⑨障がい児等に対する子育て支援施設等の保
育力向上

　認可保育園や幼稚園、親子ひろば事業等にお
いて、保育所等訪問支援事業や巡回発達相談、
また、専門研修などの実施により障がい児等の
保育の質の向上に取り組んでいきます。

子ども発達支援課

令和３年度から５年度にかけて、「巡回発達相談事業」、
「保育所等訪問支援事業」の回数と対象児をこれまでの約
２倍に拡大し、事業を展開してきた。また「子育て支援施設
職員専門性向上研修」を実施することで、対象園の保育
力向上、インクルージョンの普及に努めた。

　地域の子育て支援施設等における障がい児等の保育の質を向
上すべく、アウトリーチ型支援の事業を拡大してきたが、障がい
児等本人への支援が中心になることも多く、保育運営やクラスの
環境調整への支援について課題が残る。また「障がいがあっても
なくても、地域の子育て支援施設を所属として子ども本人の育ち
を支えていく」というインクルージョンの考え方や意識が希薄なこ
とも問題点であるといえる。

①福祉センター・総合保健センター等の集約に
よる機能の充実

　福祉センター、総合保健センター、子ども発達支
援センターの保健・福祉施設が三鷹中央防災公
園・元気創造プラザに整備されたことに伴い、同
施設内の他の施設とも連携し、市民ニーズに合っ
た機能の充実を図るとともに、多様なサービスを
提供します。

障がい者支援課 各施設と連携をし、機能の充実を図った。 おおむね予定どおりできている。

②障がい者福祉施設の整備

　調布基地跡の土地利用計画において、三鷹
市、府中市、調布市の三市共同で設置することと
している三鷹市担当分の障がい者福祉施設とし
て、重症心身障がい者（児）を対象とした施設を整
備します。
　整備に当たっては、今後の障がい福祉施策の
動向とニーズ等を把握し、建設・運営コストを抑制
しつつ効果的な施設運営を目指すとともに、新型
コロナウイルス感染症の影響による財政上の負
担や新たな感染症対策などを踏まえ、施設内容、
事業手法及びスケジュールについて三市での検
討・協議を進めます。

障がい者支援課

令和４年６月に基本プランを改定し、重症心身障がい者
等と重度知的障がい者を対象とする２施設について、10
月に東京都が公募を行った。
令和５年４月に各施設の事業者が決定し、開設へ向け事
業者、東京都、調布市及び府中市と協議・調整を行った。

おおむね予定どおりできている。

①障がい者グループホームの設置の支援

　障がい者グループホームへの家賃及び施設借
上費の補助を継続的に実施し、障がい者の地域
社会の受け皿となるグループホームの利用定員
の拡充を図ります。

障がい者支援課

障がい者グループホームへの家賃及び施設借上費につ
いて、適切に補助を行った。令和４年度は知的障がい者
と精神障がい者を主な対象としたグループホームを一か
所ずつ開設し、利用者の定員を拡充した。
【令和４年度新規開設グループホーム】
・知的障がい者のグループホーム　　定員　４人
・精神障がい者のグループホーム　　定員　７人

令和４年度に実施した障がい者（児）実態調査では、身体障がい
者の4.9％、知的障がい者の28.6％、精神障がい者の4.3％が将
来的なグループホームの利用を希望しており、利用ニーズが見
込まれる。精神障がい者の地域移行・定着を進めていくことから
も、グループホームの定員を増やす必要があると考えている。
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第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

②民間障がい者施設への支援

特別支援学校等を卒業し、地域での受け入れが
求められる障がい者が利用可能な施設を確保す
るため、入所・通所あるいは住まいの場となる民
間障がい者施設建設計画への支援を行うなど、
身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者
等の日中活動の場、居住の場の確保に向けて、
施設整備の支援を推進します。

障がい者支援課

三鷹市福祉サービス施設整備費補助金やグループホー
ムの開設費に係る補助金を給付し、障がい者の居住の確
保・自立に向けて支援を進めた。
（令和４年度）7,578,000円

グループホーム開設から運営までのサポート体制が不足してい
る。

①障がい者を地域で支える担い手の確保

　引き続きヘルパー養成研修等の実施や、地域
ボランティアの養成に努め、地域の福祉について
の啓発など、障がい者を地域で支える担い手の
確保に努めます。
　また、処遇改善に関する課題や休職中の有資
格者の活用等、ヘルパー不足の要因を分析し、
解消策等を検討しながら、必要に応じ国や東京都
に提言していきます。

障がい者支援課

移動支援事業ヘルパー養成研修やホームヘルパーの為
の精神障害基礎研修等を実施した。
【令和４年度】
・移動支援事業ヘルパー養成研修受講者：８人
・ホームヘルパーのための精神障害基礎研修受講者：36
人

利用ニーズの増加により、担い手が不足している。地域での有
償・無償のボランティア等についても、関係機関と連携して取り
組むことが必要であると考える。潜在的な福祉人財の発掘、やり
がい創出について積極的に取り組む必要がある。

②第三者評価事業の推進と支援
　福祉サービスの第三者機関における評価事業
を推進するとともに、評価結果を公表し、良質な
サービス提供の仕組みを充実します。

障がい者支援課
日中活動系サービス推進事業において、第三者評価を推
進し、申請があった事業所に対し支援を行った。【第三者
評価受審：令和４年度 ７件】

現状、第三者評価については任意となっている。市としては、評
価の受審費用を一部助成することで、事業所に受審を促進する
よう啓発に努める。

③社会福祉法人に対する指導検査の充実

　三鷹市内でのみ事業運営を行う社会福祉法人
に対する指導監査について、適切な実施により法
人の効率的な運営と質の確保を図っていきます。
また、法人が提供する福祉サービスの指導検査
の充実を図るため、体制の整備を進めるととも
に、法人が行う地域貢献活動の促進を支援しま
す。

地域福祉課 令和４年度は、５法人に対し指導監査を行った。
職員が兼務のため専門的に取り組めていないことと、
異動などにより担当が変わるため知識が定着しない。

④障害者福祉サービス事業者等に対する指導
検査の充実

　障害福祉サービス事業者等に対する指導検査
を適切に実施し、障害福祉サービス事業者等の
サービス内容の質の確保及び自立支援給付費に
係る費用等の支給の適正化を図ります。

障がい者支援課 年間で最大６件市内事業所に対し指導監査を行った。

職員が兼務のため専門的に取り組めていないことと、異動などに
より担当が変わるため知識が定着しない。体制を整備することで
指導検査回数を安定的に確保する必要がある。人事異動等に
より、検査の質の低下を防ぐためにも、専門機関と連携し、強化
することが望まれる。

⑤居住系サービスを中心とした事業者連携体
制の構築

　事業者連絡会の拡充により事業者間の連携を
深め、複数の事業者による利用者支援体制を構
築していきます。事業者連絡会で明らかとなった
課題に応じた研修を実施し、事業者のスキルアッ
プを図ります。

障がい者支援課

事業者連絡会を実施し、移動支援事業における単価の見
直しや事業者間の連携体制の構築を後押しした。令和４
年度は移動支援事業事業所と居宅介護事業所の連絡会
を実施し、13事業所が参加した。

コロナにより対面での連絡会の実施回数が少なく、課題の共有・
研修の実施へなかなかつながりにくかった。

⑥感染症に対する備え

　感染症に対する備えとして、障害福祉サービス
事業所等への感染拡大防止策、感染症発生時に
備えた平時からの事前準備の周知・啓発等を行う
とともに、事業所等の職員が感染症に対する理解
や知見を有した上で業務に当たることができるよ
う、感染症に対する研修等を実施します。
　また、感染症発生等の緊急時に、障害福祉サー
ビス等の提供に支障が出ないよう、障害福祉
サービス事業所等に対し、感染症対策に必要な
物資の供給など市独自の支援を検討・実施する
ほか、国・東京都と連携した支援にも引き続き取
り組みます。

障がい者支援課
令和２年度からはマスクや手袋の配布を行った。令和３年
度からは研修費や感染症対応手当を補助し事業者支援を
行った。

新型コロナウイルス感染症の対策を参考に、引き続き感染症の
発生に備え、適切な情報提供と発生予防、拡大防止に対する研
修を行う必要があると考える。また、発生時には事業所等が
サービスを提供できるような支援を行う必要がある。
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第二期三鷹市障がい者（児）計画進捗状況
（資料４－２）

大項目 小項目 施策 内容 担当課 実績・成果（見込み） 評価・現状の問題点や課題

①障がい者地域自立支援協議会の運営の充
実

　障がい当事者をはじめとした市民、事業者、関
係団体等幅広い分野の委員による、障がい者地
域自立支援協議会では、障害者総合支援法に基
づく「障がい福祉計画」及び児童福祉法に基づく
「障がい児福祉計画」等の進捗状況を確認し、必
要な施策の検討や、先進事例等の調査研究を行
うなど、さらなる運営推進を図ります。

障がい者支援課
【実施回数】
令和３年度　3回
令和４年度　4回

当事者委員の参加の確保、計画策定や、調査に関することに時
間を要し、地域課題の解決にむけた動きが深く行えていないの
が課題。専門部会の充実が必要である。部会間での情報提供
が不足している。各部会ごとに一定程度の開催回数の確保が必
要。地域に向けた自立支援協議会の内容等の情報発信が不足
している。

②関連個別計画との連携・整合

　地域福祉計画をはじめ、子ども・子育て支援計
画や高齢者計画など、ライフステージに応じた個
別計画との連携・整合を図るとともに、教育、ス
ポーツ分野などの関連計画との連携、協働に取り
組みます。

障がい者支援課 関連個別計画との連携し、実施した。 おおむね予定どおりできている。

①保健・医療・福祉・教育等の縦横連携の強化

　障がい分野だけでなく、保健、医療、介護、保
育、教育など様々な分野の関係機関の連携・協
力（横の連携）を強化し、ライフステージや状況に
応じた切れ目のない支援（縦の連携）の提供に努
めます。これら関係機関ネットワークの構築につ
いては、障がい者地域自立支援協議会を活用
し、様々な視点から施策の検討を行います。

障がい者支援課
自立支援協議会や各部会において、話し合いの場をもち、
テーマにより、関係機関も交えて課題について様々な視点
で議論をすることができた。

障がい分野については、自立支援協議会や各専門部会を通じ
て議論の場を設けることができているが、関係分野との連携が
不足している。

②福祉総合案内の充実

　手話通訳者等の配置など、福祉総合案内の機
能を強化するとともに、障がい分野などの福祉・
保健・医療など、関係各課、関係機関等とが横断
的な連携を充実しながら相談体制の強化とネット
ワーク化を推進します。

障がい者支援課

毎週金曜日に手話通訳対応者を設置した。福祉総合案内
窓口では、来庁した市民が必要とするサービスを担当する
係へ案内を行った。関係各課、関係機関等との連携を進
め、相談体制強化・ネットワーク化に取り組んだ。

庁内には、週1回手話通訳がいることは浸透してきているが、金
曜日のみ設置となっているので、利用者にとっては不便である。
利便性の向上のための方策を検討していく必要がある。

③関係団体等との連携による施策の充実

　社会福祉協議会、社会福祉事業団をはじめとす
る社会福祉法人等の関係団体等や、民生・児童
委員をはじめ、NPO法人やボランティア団体など
地域に密着した活動を行う団体等との連携を強
化することにより、健康福祉施策の充実を図りま
す。

地域福祉課

【令和４年度実績】
・地域福祉ファシリテーター養成講座
　修了生６人
・地域福祉人財養成基礎講座
　受講生５人

　講座受講生が興味を持って行える活動や継続的な活動を行う
ための情報提供方法を検討する必要があります。
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